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*1 本検討会においては 「高速自動車国道」における最高速度が検討の対象、

であったところ、本提言においては、単に「高速道路」という表現を「高速

自動車国道」と同義のものとして使用している。

*2 大型貨物自動車とは、車両総重量11トン以上、最大積載量6.5トン以上又

は乗車定員30人以上のいずれかに該当する貨物自動車（トレーラを除く ）。

をいう。

*3 特定中型貨物自動車とは、車両総重量８トン以上11トン未満、最大積載量

５トン以上6.5トン未満又は乗車定員11人以上29人以下のいずれかに該当す

る貨物自動車（トレーラを除く ）をいう。。

*4 本提言において、トレーラとは、牽引するための構造及び装置を有し、か

つ、牽引されるための構造及び装置を有する車両を牽引する車両をいう。

*5 具体的には、輸送力が令和６年度には14％、令和12年度には34％不足する

可能性があると推計されている（ 物流革新に向けた政策パッケージ （令和「 」

５年６月２日我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議決定 。））
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１ はじめに

高速道路 における車種別の最高速度のうち、道路交通法施行令で定める
*1

法定速度は、昭和38年に規定されて以降、軽自動車を除く普通乗用自動車に

ついては当初から100キロメートル毎時とされ、その他の車種についても順

次80キロメートル毎時から100キロメートル毎時に引き上げられる中で、大

（ 「 」 。）型貨物自動車 及び特定中型貨物自動車 以下 大型貨物自動車等 という
*2 *3

、 （ 「 」並びにトレーラ 三輪の自動車及び大型特殊自動車等 以下 トレーラ等
*4

という ）については、当初から引き上げられることなく80キロメートル毎。

時とされている。また、高速道路における道路標識等により指定される最高

速度（以下「規制速度」という ）は、普通自動車等については上限120キ。

ロメートル毎時に引き上げられる中で、大型貨物自動車等及びトレーラ等に

ついては上限80キロメートル毎時とされている。

こうした中、令和６年４月１日からは、トラックドライバーの働き方改革

に関する法令が施行され、トラックドライバー一人当たりの労働時間が短く

なることから 何も対策を講じなければ物流が停滞しかねなくなるという 物、 「

流2024年問題」に直面しており 、この対策のため、政府において「物流革
*5

新に向けた政策パッケージ」が取りまとめられたところ、その施策の一つと



*6 「具体的な施策」－「物流の効率化」－「高速道路のトラック速度規制の引上げ」

交通安全の観点から現在80キロメートル毎時とされている高速自動車国道

上の大型貨物自動車の最高速度について、交通事故の発生状況のほか、車両

の安全に係る新技術の普及状況などを確認した上で、引き上げる方向で調整

する （ 物流革新に向けた政策パッケージ （令和５年６月２日我が国の物。「 」

流の革新に関する関係閣僚会議決定）p.9）
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して 「高速道路のトラック速度規制の引上げ」が盛り込まれた （ 物流革、 「
*6

新に向けた政策パッケージ （令和５年６月２日我が国の物流の革新に関す」

る関係閣僚会議決定 。））【参考資料１】

そこで、この度、学識経験者、関係団体の専門家等から成る有識者検討会

を開催し、最近の大型貨物自動車等及びトレーラ等の交通事故発生状況や車

両の安全に係る技術の向上等を踏まえ、高速道路における車種別の最高速度

の在り方に関する検討を行うこととした。

本提言は、高速道路における車種別の最高速度について、最近の交通事故

発生状況や車両の安全に係る技術の向上といった実情に即したものとなるよ

う、本検討会における検討の結果を取りまとめたものである。
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２ 総論

(1) 高速道路における最高速度の見直しの経緯

ア 高速道路における車種別の最高速度の現状

高速道路における車種別の法定速度を規定する道路交通法施行令第27

条第１項は、昭和38年に規定されて以降、昭和40年及び平成12年に改正

され、現在は、以下のとおりとされている 。【参考資料２】

○ 大型乗用自動車、中型乗用自動車、車両総重量８トン未満等の中

型貨物自動車、準中型乗用自動車、準中型貨物自動車、普通乗用自

動車、普通貨物自動車及び自動二輪車 100キロメートル毎時

○ 大型貨物自動車等及びトレーラ等のその他の車種 80キロメート

ル毎時

また、高速道路における規制速度は、普通自動車等については 「高、

規格の高速道路における速度規制の見直しに関する提言 （平成28年３」

月高規格の高速道路における速度規制の見直しに関する調査研究委員

会。以下「平成28年提言」という ）等を踏まえ、新東名高速道路等の。

一部区間において、規制速度120キロメートル毎時を上限とした最高速

度規制が実施されている。一方で、大型貨物自動車等及びトレーラ等に

ついては、高速道路における法定速度である80キロメートル毎時を上限

とした最高速度規制が実施されている。

イ 高速道路における大型貨物自動車等の最高速度の考え方

高速道路における最高速度の上限について、大型貨物自動車等及びト

レーラ等が80キロメートル毎時とされている理由として、例えば、平成

12年に軽自動車及び自動二輪車の法定速度が100キロメートル毎時に引

き上げられた際には、大型貨物自動車等は、

○ 貨物を積載した状態で走行するため不安定であること等から、他

の車種に比べ速度に起因する事故が多数発生している状況を踏ま

え、上限設定速度を90キロメートル毎時とする速度抑制装置の装着

義務付けを行うこととなったこと

から、トレーラは、

○ 複数の車両が連結されて走行する構造であり、単独で走行する一

般の自動車と比べて、進路変更を行う際の走行安定性が低いこと

○ このような車両特性から生じる危険性は、走行速度が高くなるほ

ど顕著に現れるものであること

から、法定速度を80キロメートル毎時から引き上げることは適当でない



*7 三輪の自動車については過去に製造された車両が多く、現在も当該車両が

使用されている場合があるが、三輪であることにより走行安定性が劣り、高

速走行における危険性が高いことから、大型特殊自動車についてはフォーク

リフト、ホイールクレーン等の架装されている構造物がある車両であり、走

行安定性が低く、高速走行における危険性が高いことから、法定速度を80キ

ロメートル毎時から引き上げることは適当でないという整理がなされている。

*8 衝突被害軽減ブレーキとは、レーダー等により先行車との距離を常に検出

し、危険な状況にあるかを監視するとともに、先行車と追突する可能性が高

まった場合には、音等により警報し、ドライバーにブレーキ操作を促すほか、

ブレーキ操作がなされず、追突する又は追突する可能性が高いと判断される

場合には、自動的にブレーキを行い、衝突時の速度を低く抑える装置をいう。
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という整理がなされている 。
*7

また、平成28年提言においては 「大型貨物自動車の速度規制見直し、

については、貨物の積載状況によっては走行が不安定になる場合がある

こと、積載量に応じて制動距離が長くなること、他の車両より重量が大

きいため同一速度でも運動エネルギーが大きくなり、事故発生時に被害

が重大化しやすいこと、また、死亡事故抑止や二酸化炭素排出量の抑制

等のために速度抑制装置装備の義務付けがなされていることから、慎重

な検討が必要である 」とされた。。

(2) 高速道路における車種別の最高速度の在り方に関する検討の進め方

上記のとおり、高速道路における大型貨物自動車等及びトレーラ等の最

、 、高速度は 昭和38年以降一貫して80キロメートル毎時とされてきた一方で

平成15年の大型貨物自動車等に対する速度抑制装置の装着義務付けのほ

か、衝突被害軽減ブレーキ をはじめとする安全装置の性能向上や普及等*8

により、これらの車両による交通事故件数が減少しているなど、現在では

一定の情勢の変化が見られるところである。

そこで、本検討会においては、こうした経緯や現状を踏まえた上で、道

路交通の安全の確保を前提に、大型貨物自動車等を中心に高速道路におけ

る最高速度を引き上げることは可能であるか、可能である場合にはどのよ

うな範囲でどの程度までであれば引き上げることが可能であるかなど、車

種別の最高速度の在り方をエビデンスに基づいて検討することとした。



*9 実勢速度は、車両の走行速度分布の85パーセンタイル速度を用いることと

した。
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３ 調査及び検討

(1) 調査概要

検討に当たっては、交通事故発生状況、実勢速度 等の交通実態、安全
*9

装置の普及状況等の車両の安全性能、運送事業者の運行管理、最高速度の

引上げに係るドライバーの受容性、最高速度を引き上げた場合の道路交通

やトラックドライバー、経済的効果に対する影響、最高速度に係る諸外国

の制度等について調査した。

具体的には、以下の調査等を行った。

・ 警察、国土交通省、大型貨物自動車等の製造事業者、高速道路会社

等が保有する交通事故、安全装置の普及状況、交通量等に関するデー

タの分析

・ 全国の高速道路における交通実態調査

・ 大型貨物自動車等の製造事業者４社及びトレーラの製造事業者２

社、運送事業者11社及び運送事業者団体１団体、トラックドライバー

の労働組合３団体等に対するヒアリング

・ 労働者の健康、安全等に関する専門家からの意見聴取

・ トラックドライバーに対するアンケート

・ 一般ドライバーに対するアンケート

・ 高速道路における最高速度に係る諸外国の制度調査

(2) 調査結果

ア 交通事故分析及び交通実態調査

(ｱ) 大型貨物自動車等

・ 平成15年以降の高速自動車国道における大型貨物自動車等の交通

事故件数について、平成15年から19年までの合計（4,037件）と比

較すると、平成25年から29年までの合計（2,921件）は27.6％減、

（ ） 。平成30年から令和４年までの合計 1,927件 は52.3％減であった

なお、同期間における全車種の交通事故件数は、平成15年から19

年までの合計（33,822件）と比較すると、平成25年から29年までの

合計（25,985件）は23.2％減、平成30年から令和４年までの合計

（15,222件）は55.0％減であった 。【参考資料３】

・ 平成15年以降の高速自動車国道における大型貨物自動車等の死亡



*10 死亡事故件数／交通事故件数×100（％）

*11 普通自動車等とは、大型貨物自動車等以外の四輪の自動車（トレーラを

除く ）をいう。。

*12 危険認知速度とは、ドライバーが相手方車両を認め、危険を認知した時

点の速度であり、具体的には、ブレーキ、ハンドル操作等の事故回避行動

をとる直前の速度をいう。ドライバーが危険を認知せずに交通事故に至っ

た場合は、事故直前の速度である。
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・重傷事故件数について、平成15年から19年までの合計（620件）

、 （ ） 、と比較すると 平成25年から29年までの合計 436件 は29.7％減

平成30年から令和４年までの合計（306件）は50.6％減であった。

なお、同期間における全車種の死亡・重傷事故件数は、平成15年

から19年までの合計（4,448件）と比較すると、平成25年から29年

までの合計（2,914件）は34.5％減、平成30年から令和４年までの

合計（1,760件）は60.4％減であった 。【参考資料４】

・ 高速自動車国道における大型貨物自動車等の死亡事故率 につい
*10

て、平成30年から令和４年までの５年間は、平成５年から９年まで

の５年間と比較すると減少しているものの（7.5％→4.9％ 、普通）

自動車等 （同期間で3.7％→2.2％）よりも高い状態が続いている
*11

。【参考資料５】

・ 令和４年の高速自動車国道における車種別の１億走行台キロ当た

りの交通事故件数について、大型貨物自動車等を含む大型車・特大

車は2.66件／億台キロ、大型車・特大車以外の車種は3.79件／億台

キロ、全車種は3.59件／億台キロであった 。【参考資料６】

・ 平成30年から令和４年までの高速自動車国道における車種別の10

億走行台キロ当たりの死亡事故件数について、大型貨物自動車等を

含む大型車・特大車は1.31件／10億台キロ、大型車・特大車以外の

車種は1.09件／10億台キロ、全車種は1.14件／10億台キロであった

。【参考資料６】

・ 平成30年から令和４年までの高速自動車国道における大型貨物自

動車の危険認知速度 別、かつ、曲線半径別の交通事故発生状況に
*12

ついて、危険認知速度が高いほどカーブで発生した交通事故の割合

は高かった 。【参考資料７】

・ 令和５年８月から９月にかけて実施した交通実態調査の結果、全



*13 交通実態調査の対象としたトレーラは、車両総重量８トン以上又は最大

積載量５トン以上のいずれかに該当するトレーラである。

*14 交通実態調査の対象としたトレーラは、道路交通法上、第一通行帯を通

行することが義務付けられている。
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調査路線における大型貨物自動車等の平均速度は80キロメートル毎

参時 実勢速度は87キロメートル毎時であった 調査台数3,087台、 （ ）【

。考資料８】

・ 同調査の結果、普通自動車等を対象とする規制速度が低い区間ほ

【参ど、右側の車線を通行する大型貨物自動車等の割合が高かった

。考資料８】

(ｲ) トレーラ

・ 平成15年以降の高速自動車国道におけるトレーラの交通事故件数

について、平成15年から19年までの合計（372件）と比較すると、

平成25年から29年までの合計（304件）は18.3％減、平成30年から

令和４年までの合計（265件）は28.8％減であった 。【参考資料３】

・ 平成15年以降の高速自動車国道におけるトレーラの死亡・重傷事

故件数について、平成15年から19年までの合計（59件）と比較する

と、平成25年から29年までの合計（56件）は5.1％減、平成30年か

ら令和４年までの合計（40件）は32.2％減であった 。【参考資料４】

・ 令和５年８月から９月にかけて実施した交通実態調査の結果、全

調査路線におけるトレーラ の平均速度は77キロメートル毎時、実
*13

（ ） 。勢速度は84キロメートル毎時であった 調査台数871台【 】参考資料８

・ 同調査の結果、普通自動車等を対象とする規制速度が低い区間ほ

、 。ど 右側の車線を通行するトレーラの割合が高かった
*14
【 】参考資料８

イ 車両の安全性能

(ｱ) 大型貨物自動車等

・ 大型貨物自動車等は、平成15年から、既存車を含め、速度抑制装

置の装着義務付けがなされており、その上限設定速度は90キロメー

トル毎時である（現行の法令の規定 。）

・ 装着当初の燃料制御技術では、上限設定速度付近での走行の際に

走行安定性に欠ける場合があったことから、法定速度80キロメート

ル毎時に対して、速度抑制装置の上限設定速度は90キロメートル毎

時に設定された。一方で、現在は、燃料制御技術の向上により、速



*15 車線逸脱警報装置とは、走行車線を認識し、車線から逸脱した場合又は

逸脱しそうになった場合には、ドライバーが車線中央に戻す操作をするよ

う警報が作動する装置をいう。

*16 車両安定制御装置とは、急激なハンドル操作等により車両に不安定挙動

が発生した場合、不安定挙動を抑制するようエンジン出力や制動力を制御

する装置をいう。

*17 アンチロック・ブレーキシステムとは、急ブレーキをかけた時等にタイ

ヤがロック（回転が止まること）するのを防ぐことにより、車両の進行方

向の安定性を保ち、また、ハンドル操作で障害物を回避できる可能性を高

める装置をいう。
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度抑制装置の上限設定速度と車両に認められる最高速度をこのよう

に乖離させる必要はない（製造事業者に対するヒアリング結果 。）

・ 現在の大型貨物自動車等の設計や走行試験は、速度抑制装置の上

限設定速度である90キロメートル毎時を前提に行っており、メーカ

ーとして、90キロメートル毎時までは車両の安全性能を保証するこ

とができる（同上 。）

・ 一方で、90キロメートル毎時よりも高い速度については、当該速

度を前提に車両を設計していないほか、当該速度で大型貨物自動車

等の走行試験を行っていない（同上 。）

・ 既存の大型貨物自動車等について、速度抑制装置の上限設定速度

を緩和することにより、90キロメートル毎時よりも高い速度を出せ

るようにすることは許容できない。90キロメートル毎時よりも高い

速度の走行が可能な車両は、既存車の改良では不可能であり、新た

に開発する必要があるが、部品の開発を含む車両の設計の見直しが

必要となり、２年から３年以上は必要となる（同上 。）

・ 大型貨物自動車等に装着される安全装置について、衝突被害軽減

、 、 、 、ブレーキ 車線逸脱警報装置 車両安定制御装置 は 現在では
*15 *16

大型貨物自動車等の全ての新車に対して法令上装着が義務付けら

れ、新車販売台数に対する装着率は急速に向上しているところ、今

、 。後 これらの安全装置の累積装着台数は増加していく見込みである

なお、アンチロック・ブレーキシステム は平成17年から標準装
*17

備となっており、平均使用年数を踏まえると、現在走行している

【参考大型貨物自動車等のほとんどに装着されていると考えられる



、*18 なお、同期間における衝突被害軽減ブレーキの装着有無による比較では

10万台当たりの追突事故件数及び死亡・重傷追突事故件数は、非装着車両

、の方が少ない結果となったが、装着台数は年次ごとに増加している一方で

非装着台数はほとんど減少しておらず、統計上その原因が不明な要素もあ

ることから、車両台数当たりの事故件数を装着有無により単純に比較する

ことはできない。
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。資料９及び10】

・ 衝突被害軽減ブレーキについては、国際基準に合わせる形で世代

ごとに性能が向上しているところ、第四世代と呼ばれるものは、そ

の性能として初速90キロメートル毎時での衝突時に一定程度の減速

量が求められている。平成30年以降の大型貨物自動車等保有台数に

対する衝突被害軽減ブレーキの装着率を調査した結果、その装着率

は増加しており、特に第三世代と呼ばれるものを装着した大型貨物

自動車等保有台数が大幅に増加している。今後、第四世代を含むこ

うした高性能な衝突被害軽減ブレーキの装着が進んでいく見込みで

ある 。【参考資料11及び12】

なお、令和２年から４年までの高速自動車国道における衝突被

害軽減ブレーキを装着している大型貨物自動車等の10万台当たり

の追突事故件数及び死亡・重傷追突事故件数について、装着して

いる衝突被害軽減ブレーキの世代別に分析した結果、第三世代、

第二世代、第一世代の順に件数は少なかった 。
*18
【参考資料12】

(ｲ) トレーラ

（ ） 、・ 現在の大型のトレーラの牽引部 トラクタ の設計や走行試験は

大型貨物自動車等と同様に90キロメートル毎時を前提に行ってい

る。一方で、牽引部の性能は被牽引部の性能とセットで考える必要

がある（製造事業者に対するヒアリング結果 。）

・ 現在の大型以外も含むトレーラの被牽引部は、80キロメートル毎

時で走行試験を実施しており、80キロメートル毎時よりも高い速度

では実施していない。そのため、80キロメートル毎時よりも高い速

（ ）。度で走行した場合の被牽引部の安全性能は確認していない 同上

・ 経年残存率調査の結果、大型のトレーラの被牽引部は、30年から

40年以上使用しているものも一定数走行していることが確認されて

いる（同上 。）
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ウ 運送事業者の運行管理等

・ 営業用大型貨物自動車等を使用する運送事業者については、車両の

所有台数に応じた人数（最低１名）の運行管理者を設置することが義

務付けられている。運行管理者には、一運行ごとに点呼を行い、乗務

員の健康状態や酒気帯びの有無等を管理し、記録に残すこと等が義務

付けられている。また、運行管理者は、偏荷重を防ぐ積載方法等の運

転者が遵守すべき事項等について、毎年指導及び監督を行うこととさ

れている（現行の法令の規定 。）

・ 大型貨物自動車等の運行計画を策定するに当たって、目的地までの

到着時間を算出する際には、走行する高速道路の法定速度又は規制速

度から計算している（運送事業者に対するヒアリング結果 。）

・ トラックドライバーに対しては法定速度又は規制速度を遵守するよ

う求めており、実際の走行速度の確認方法としては、運行終了後にそ

の都度デジタルタコグラフ等により確認を行っている。仮に法定速度

又は規制速度等を遵守せず走行している実態が確認された場合、個別

指導を行っている（同上 。）

・ 積荷の積載方法については、走行安定性を欠かない積載方法を指導

しており、抜き打ちでの確認も行っている（同上 。）

エ 最高速度の引上げに係るドライバーの受容性

・ 普通自動車等の最高速度が120キロメートル毎時又は110キロメート

ル毎時とされている路線に限り、大型貨物自動車等の最高速度を引き

上げることに賛成である（労働組合に対するヒアリング結果 。）

・ 「積載物によっては走行が不安定になる 「ドライバーが80キロ。」、

メートル毎時の走行に慣れている 」等の理由から、高速道路におけ。

る大型貨物自動車等の最高速度の引上げに反対である（同上 。）

・ 高速道路における大型貨物自動車等の最高速度の引上げについて、

労働組合３団体に所属するトラックドライバーに対するアンケートを

行った結果、90キロメートル毎時への引上げの方が、100キロメート

ル毎時への引上げよりも賛成回答の割合が多かった。現行の80キロメ

ートルを維持すべきという旨の回答をしたトラックドライバーは、労

働組合３団体それぞれで39.9％、39.3％、55.4％（90キロメートル毎

時への引上げと比較した場合。100キロメートル毎時への引上げと比

較した場合は70.1％）であった。また、引上げに当たって、衝突被害

軽減ブレーキの装着を要件とすべきと考えるトラックドライバーは多

く、有効と考える安全装置としても、衝突被害軽減ブレーキ、定速走



*19 定速走行・車間距離制御装置とは、レーダー等で前方を監視し、ドライ

バーがセットした車速を維持するとともに、自車両よりも遅い先行車がい

る場合には、先行車との車間距離を適正に維持して追従走行する装置をい

う。
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行・車間距離制御装置 等の回答が多かった 。
*19

【参考資料13】

・ 高速道路における大型貨物自動車等の最高速度の引上げについて、

一般ドライバーに対するアンケートを行った結果、90キロメートル毎

時への引上げ、100キロメートル毎時への引上げ、いずれの場合にお

いても、賛成回答が反対回答を上回った。90キロメートル毎時への引

上げ、100キロメートル毎時への引上げに対する反対回答は、それぞ

れ15.2％、24.3％であった 。【参考資料14】

オ 最高速度を引き上げた場合の各種影響

(ｱ) 道路交通環境に対する影響

・ 高速道路における大型貨物自動車等の最高速度を引き上げた場

合 「追突事故やカーブ走行時の横転事故等の交通事故の増加」や、

「交通事故発生時の被害の重大化」が懸念される（運送事業者に対

するヒアリング結果 。）

・ 一般ドライバーに対するアンケートを行った結果、高速道路にお

ける大型貨物自動車等の最高速度を引き上げる場合の懸念事項とし

て 「走行速度が速くなると交通事故が増加しそう 「追越し車線、 」、

を走行する大型トラックが増加しそう」等の回答が多かった。

また、引上げに当たって重要と考える対策等として 「ドライバ、

ーの交通ルール遵守やマナーの向上 「悪質・危険な交通違反の」、

取締りの強化」等の回答が多かった 。【参考資料14】

(ｲ) トラックドライバーに対する影響

・ 高速道路における大型貨物自動車等の最高速度を引き上げた場

合、走行速度が高くなることによるトラックドライバーの身体的負

担や心理的負担の増加が懸念される（運送事業者及び労働組合に対

するヒアリング結果 。）

・ 最高速度の引上げを理由に、より遠く、より早く運ぶことを荷主

、 、から求められることで プレッシャー等の心理的負担が大きくなり

その負担が交通事故の発生に繋がることを懸念している（同上 。）

・ 一般的に、車両の走行速度が高くなれば、トラックドライバーの
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疲労度・緊張度は大きくなり、身体的負担や心理的負担は増加する

と考えられる。一方で、大型貨物自動車等の最高速度の引上げにつ

いて、現在の実勢速度や速度抑制装置の上限設定速度、車両の安全

に係る技術の向上を踏まえれば、90キロメートル毎時への引上げで

、 。あれば 身体的負担や心理的負担の面からは問題ないと考えられる

、 、しかし 90キロメートル毎時よりも高い速度への引上げについては

具体的なエビデンスを得る必要があり、短期間で結論を出すことに

は賛成できない。

、 、また 荷主等の意識改革によるトラックドライバーの待遇改善や

運送事業者による運行管理の徹底等を図っていくことが重要である

（労働者の健康、安全等に関する専門家からの意見聴取 。）

(ｳ) 経済的効果に対する影響

・ 令和６年４月から、トラックドライバーの時間外労働の上限規制

が年960時間となるところ、運送事業者に対して、調査時点で時間

外労働年960時間超のトラックドライバーの有無について調査した

結果、有りと回答した運送事業者は29.1％、長距離運行中心の運送

事業者に限ると38.6％であり、その割合は増加した（全日本トラッ

ク協会説明 。）【参考資料15】

・ 働き方改革に伴うトラックドライバーの厳しい労働時間規制を踏

まえると、物流の効率化の取組を強力に推進する必要があり、高速

道路における大型貨物自動車等の法定速度の引上げは有効な施策で

ある（同上 。）

・ 高速道路における大型貨物自動車等の最高速度を引き上げた場

合 「目的地までの到着時間の短縮による輸送品質の向上」や「運、

行時間の短縮によるトラックドライバーの休息時間の拡充」等のメ

リットが考えられる。90キロメートル毎時であっても100キロメー

トル毎時であっても、高速道路における大型貨物自動車等の最高速

度が引き上げられることの効果は大きい（運送事業者に対するヒア

リング結果 。）

カ 最高速度に係る諸外国の制度

高速道路における貨物自動車の最高速度に係る諸外国の制度の概要に

ついては以下のとおりである 。【参考資料16】

・ 調査したほとんどの国において、貨物自動車の最高速度は、普通

自動車等よりも低い速度とされている。

・ 調査した一部の国において、トレーラの最高速度は、トレーラを
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除く貨物自動車よりも低い速度とされている。

・ 欧州において、貨物自動車に装着されている速度抑制装置の上限

設定速度は、調査したいずれの国においても90キロメートル毎時と

されている。

キ その他

・ 最高速度の引上げに当たっては、引上げ後も道路交通の安全が確保

されると認められることが前提である。大型貨物自動車等とトレーラ

について、車両の安全性能等の観点から道路交通の安全を担保できる

速度までの引上げとすべきであり、この速度を超えて最高速度を引き

上げることは適当でない（全日本トラック協会説明、運送事業者に対

するヒアリング結果 。）

・ 最高速度の引上げでは 「物流2024年問題」の根本的な解決にはな、

らない。最高速度が引き上げられ目的地に早く到着しても、荷待ち時

間、積荷や荷捌きに時間を要する現状が変わらなければ意味がない。

最高速度の引上げよりも、荷待ち時間の短縮等、物流負荷の軽減が図

られることが重要である（運送事業者及び労働組合に対するヒアリン

グ結果 。）

(3) 検討会における委員からの意見

(2)の調査結果を踏まえ、最高速度の引上げについて、以下のとおり委

員から意見があった。

ア 大型貨物自動車等

・ 高速自動車国道における車種別の１億走行台キロ当たりの交通事故

件数を見ると、現状、他の車種と比較して大型貨物自動車等の交通事

故発生リスクは必ずしも高くないことが確認できる。

・ 大型貨物自動車等に対する速度抑制装置の装着義務付け以降、死亡

事故件数は大幅に減少しており、最高速度を引き上げた場合でも、速

度抑制装置の装着は必要である。

・ 現在では燃料制御技術の精度が向上しており、速度抑制装置の上限

設定速度と車両に認められる最高速度を乖離させる必要はない。安全

性の観点から速度抑制装置の上限設定速度は、高速道路における最高

速度と同じにすることが適切ではないか。

・ 大型貨物自動車等の実勢速度が90キロメートル毎時近いという交通

実態を踏まえれば、現行の速度抑制装置の上限設定速度を維持するこ

とを前提に、その最高速度を90キロメートル毎時に引き上げた場合で

も、交通安全上の問題はほとんど生じないと考えられる。
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・ 現在の大型貨物自動車等は最高速度90キロメートル毎時を前提に設

計しているほか、燃費や排ガス規制に対応している。また、部品につ

いても、90キロメートル毎時を前提に世界共通で標準化されている。

最高速度を90キロメートル毎時よりも高い速度に引き上げた場合、燃

費や排ガス規制への対応を含めて、日本独自で部品を開発・調達する

必要があるが、それは現実的に困難である。

・ 90キロメートル毎時よりも高い最高速度への引上げは、製造事業者

において車両の安全性能の確認がなされていないなど、現時点でエビ

デンスが不足している。

・ 90キロメートル毎時よりも高い速度に引き上げるに当たっては、大

型貨物自動車等の安全性能が90キロメートル毎時よりも高い速度に対

応することで、検討材料の蓄積がなされることが必要である。

・ 今回仮に90キロメートル毎時に引き上げる場合、将来的な更なる引

上げについては、引上げ後の交通事故発生状況や交通実態等のほか、

車両に係る技術の進展も踏まえ、エビデンスに基づいた検討を行う必

要がある。

・ 運送業界における恒常的なトラックドライバー不足、また、制度改

正による労働時間制限という厳しい環境の中で、物流の維持のために

は、安全確保を前提とした上で、大型貨物自動車等の最高速度を引き

上げることは望ましい。

イ トレーラ

・ 大型以外も含むトレーラの被牽引部については、90キロメートル毎

時での性能試験がなされておらず、現時点でエビデンスが不足してい

る。牽引という車両特性ゆえに運動性能等が他の車種と異なること、

他の車種と比較して交通事故発生状況がそれほど改善されていないこ

と、車両の使用年数が長く安全装置の普及が進みにくいことを踏まえ

ると、現時点、大型以外も含め、トレーラの最高速度の引上げは望ま

しくない。

・ 運送業界におけるトラックドライバー不足の現状を考えると、ダブ

ル連結トラック等、荷物を大量に輸送できるトレーラの重要度は増す

と考えられ、現時点の引上げは困難であるものの、将来的に引上げを

検討することはあり得ると考えられる。

・ 大型貨物自動車等の最高速度を90キロメートル毎時に引き上げ、ト

レーラの最高速度は80キロメートル毎時のままとすると、車種別の最

高速度が複雑になるため、これに関する広報周知が必要である。



*20 「リミッター外し」とは、大型貨物自動車等への装着が義務付けられて

いる速度抑制装置について、何らかの方法により設定を解除するなどし、

大型貨物自動車等が上限設定速度よりも高い速度を出すことができるよう

にすることをいう。
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・ トレーラの最高速度の引上げに当たっては、80キロメートル毎時よ

りも高い速度での車両の安全性能の確認や安全装置の普及状況の確認

等、エビデンスを積み上げることが必要である。また、車両特性に対

する理解が広まることやキープレフトが徹底されることも重要であ

る。

ウ その他

・ 最高速度の引上げに伴って、荷主等から、荷物を早く運ぶようにと

いう過度な要請がされることは望ましくなく、運行実態面で必要な安

全方策を検討する必要がある。

・ トラックドライバーに対するアンケート結果において、大型貨物自

動車等の最高速度の引上げに受容的な回答をした者は、単純に引き上

げてほしいと考えているわけでは必ずしもなく、引き上げざるを得な

いと考えるほど荷主等からのプレッシャーがかけられているとも言え

ることから、こうしたプレッシャーをかけられることのないよう、運

行管理面での方策が引上げと併せてなされるべきである。

・ 現状でも、大型貨物自動車等が右側の車線を走行しているなど、交

通実態に課題も見られる。また、交通の整序化のためには、走行速度

が低い自動車から順に左側の通行帯を走行することが望ましいと考え

る。そのため、最高速度の引上げと同時に、通行帯に関するルールや

マナーを一層徹底するなどの施策を進めることで、交通の整序化と安

全確保につながると考えられる。

・ 最高速度を引き上げたとしても 「リミッター外し」 による速度、
*20

超過等の違反行為に対する取締りを強化することも必要である。

・ 最新の大型貨物自動車等やトレーラは、車両の安全性能が高く、安

、 。全装置の性能も高まっている一方で 車両価格が高いという面もある

新しい車両の普及を推進するような政府による支援施策を進めること

も重要である。

・ 全車種を対象に規制速度80キロメートル毎時の最高速度規制を実施

している路線の一部について、交通実態等を踏まえ、最高速度規制を
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、 、見直すことで 高速道路全体の走行速度を適正化できる可能性もあり

「物流2024年問題」への対策にも資すると考えられる。ただし、最高

速度の引上げと同時に、ドライバーに対する広報啓発といった施策も

併せて考える必要がある。

、「 」・ 高速道路における車種別の最高速度の見直しは 物流2024年問題

への対策として一定の意義を有するものと考えられるが、物流は国民

生活や経済活動等を支える重要な社会インフラであり、その機能を十

分に発揮させるために、荷待ち時間の短縮等、総合的な対策が講じら

れることが必要である。
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４ 結論

(1) 高速道路における車種別の最高速度の在り方

、 、以上の調査結果及び検討会における検討内容を踏まえ 本検討会として

高速道路における大型貨物自動車等をはじめとする車種別の最高速度の在

り方等について、以下のとおり提言としてまとめることとした。

ア 大型貨物自動車等の最高速度

大型貨物自動車等については、現行の速度規制にかかわらず、交通実

態調査を実施したほとんどの路線で90キロメートル毎時近い実勢速度が

確認されたこと、そうした中でも速度抑制装置をはじめとする安全装置

の普及もあり、交通事故件数等が長期減少傾向であること、今後、先進

安全技術の進展・普及により交通事故発生リスクの更なる軽減が期待で

きること等から、90キロメートル毎時を上限とする現在の速度抑制装置

の装着義務を存置した上で、その法定速度を90キロメートル毎時に引き

上げたとしても、高速道路の交通の安全に大きな影響をもたらすとは考

えられない。

、 、他方で 90キロメートル毎時よりも高い速度への最高速度の引上げは

こうした速度における車両の安全性能が担保されていないこと、こうし

た速度で走行した場合の道路交通の安全にもたらす影響が検証されてい

ないこと等を踏まえれば、現時点では不適切である。しかしながら、今

後、自動運転を含め車両に係る各種技術がますます進展することが予想

される中、まずは、90キロメートル毎時に最高速度を引き上げた後の交

通事故発生状況や交通実態等の道路交通環境への影響を見極めた上で、

更なる速度規制の緩和に対する社会的要請等があり、また、90キロメー

トル毎時よりも高い速度に対応した車両が開発されるなどの状況の変化

が生じた場合には、将来的に100キロメートル毎時等への最高速度の引

上げを検討する可能性は排除されるものではない。その際は、大型貨物

自動車等の実勢速度が90キロメートル毎時よりも高い速度である交通実

態がこれまで確認されていないことも踏まえ、道路交通の安全の確保に

は十分に配慮する必要があり、例えば、法定速度の引上げにより全路線

で一律に引き上げるのではなく、道路交通環境の整った一部の路線・区

間から試行的に緩和することや、技術の進展を踏まえた速度抑制装置の

有効的な活用等により無秩序に速度違反状態が広まらないようにするこ

、 。と等の方策も併せて 十分なデータに基づいて検討することが望ましい

なお、今回の交通実態調査の結果、普通自動車等について、規制速度

80キロメートル毎時の最高速度規制を実施している路線の多くで、規制
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速度と実勢速度が大幅に乖離している実態が認められた。高速道路にお

ける最高速度は、道路の構造を踏まえつつ、交通事故発生状況等の諸事

情を勘案して設定されるものであるが、例えば、規制速度が80キロメー

トル毎時に設定されている路線であって、実勢速度が規制速度を継続的

に、かつ、大幅に上回っている実態が確認されるのであれば、交通事故

発生状況や道路環境等を慎重に見極める必要はあるものの、規制速度80

キロメートル毎時の最高速度規制を撤廃し、法定速度とすることを検討

する余地はあると考えられる。こうした措置は、現時点で規制速度80キ

ロメートル毎時の最高速度規制を実施している路線の延長距離が相当程

度あることから（令和４年12月31日時点で7,043.1キロメートル 、結）

果として、大型貨物自動車等が90キロメートル毎時で走行できる路線を

拡張することとなり、今般の社会的要請に応える効果も生ずることにな

る。

イ トレーラ等の最高速度

トレーラについては、その大きさにかかわらず、車両が連結されてい

る特性から80キロメートル毎時の法定速度が規定され、また、車線変更

を可能な限り行わないように通行方法について特別の規定が設けられて

いる。そうした中、大型貨物自動車等や全車種と比較して交通事故件数

等の減少割合が緩慢であること、80キロメートル毎時よりも高い速度に

おける車両の安全性能が担保されていないこと、大型貨物自動車等と比

較して安全装置の普及が十分でないと考えられること等を踏まえると、

現時点では、三輪の自動車等も含めたトレーラ等について、80キロメー

トル毎時よりも高い速度への最高速度の引上げを積極的に検討すべきと

の結論には至らなかった。

しかしながら、トレーラ等について、車両特性や通行帯等に係る交通

ルールに対するドライバーの理解の醸成のほか、今後の車両に係る各種

技術の進展や安全装置の普及状況等も踏まえ、将来的に大型貨物自動車

等と法定速度を合わせる可能性も念頭に、交通事故発生状況や交通実態

の更なる分析、車両の安全性能の確認等を行っていくことは、今後、物

流の効率化の面からダブル連結トラック等のトレーラの増加も見込まれ

る中、一定の意義があると認められる。

(2) 最高速度の見直しに当たっての留意事項

高速道路における大型貨物自動車等の最高速度を見直すに当たっては、

道路交通の安全を引き続き確保する観点から、以下のような方策が併せて

実施されるべきである。
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ア 道路交通の整序化のための方策

今回の調査結果から、大型貨物自動車等について、必ずしもキープレ

フトの原則が徹底されていない交通実態が確認された。また、一般ドラ

イバーは、追越し車線を走行する大型貨物自動車等の増加を懸念し、交

通ルール遵守やマナーの向上、悪質・危険な交通違反の取締りの強化等

の対策を求めていることも明らかになった。

このことは、大型貨物自動車等に限らず、周囲の車両よりもさほど高

くない走行速度で追越し車線を走行する普通自動車等についても同様で

あろう。

また、高速道路における大型貨物自動車等の法定速度を90キロメート

ル毎時に引き上げた場合、車種ごとにその最高速度が３段階で異なり複

雑化することとなる。

そのため、一層の交通の整序化を図るべく、大型貨物自動車等やトレ

ーラ等のドライバー及び相対的に低い走行速度で走行する普通自動車等

のドライバーを対象に、最高速度や通行帯等に係る交通ルールのほか、

自身の走行速度や周囲の交通状況等を踏まえて走行する車線を選択する

などの運転マナーを改めて周知徹底すべきである さらに いわゆる リ。 、 「

ミッター外し」による大幅な速度超過等の悪質・危険な交通違反に対す

る取締りを強化すべきである。

イ 適切な運行管理のための方策

高速道路における大型貨物自動車等の最高速度を引き上げた場合、そ

の走行速度が高くなることで、制動距離が延びるほか、カーブ区間にお

ける交通事故が増加することも懸念される。そのため、先行車との適切

な車間距離の保持や、走行安定性を欠くような積載方法の防止等、運送

事業者における交通安全対策を一層徹底すべきである。

また、走行速度が高くなることでトラックドライバーの緊張度・疲労

度も増加すると考えられる。そのため、トラックドライバーの走行中の

身体的負担や心理的負担の正確な把握や適度な休憩時間の確保等、運送

事業者において適切な運行管理を実施すべきである。

さらに、最高速度を引き上げた場合に、より早く積荷を目的地に運ば

なければならないというプレッシャーが過度にトラックドライバーにか

けられることがあってはならない。そのため、発荷主、着荷主、運送事

業者等の物流業界全体において、トラックドライバーの健康状態や積載

物等の個別具体の事情を踏まえ、常に最高速度で走行することを求める

ようなプレッシャーをかけないという意識を強く持つべきである。
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ウ 車両の安全性能の更なる向上のための方策

今回の調査結果から、衝突被害軽減ブレーキの性能は向上しており、

より高性能な世代の装着は、交通事故発生防止に一定の効果を有してい

ると考えられる。また、トラックドライバーの多くが、最高速度の引上

げに当たっても、多種の安全装置が有効に機能すると考えていることか

らも、これらの普及は、トラックドライバーの身体的負担や心理的負担

の軽減に資するものと考えられる。そのため、衝突被害軽減ブレーキを

はじめとする安全装置の性能向上等を踏まえ、これらを装着した車両を

迅速に普及させるため、関係省庁、団体等は一層の普及支援・促進を行

うべきである。

なお、これらの安全装置は飽くまでも運転を支援するものであり、装

着している場合でもドライバー自身が交通ルールを遵守し安全運転を行

うことが前提であることについて、併せて広報啓発すべきである。
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５ おわりに

以上 「物流2024年問題」をはじめとする社会的要請を背景として、高速、

道路における大型貨物自動車等の最高速度を中心に、高速道路における車種

別の最高速度の在り方に関する提言を行った。

今回の提言を踏まえた車種別の最高速度の見直しが着実に実施され、最近

の交通事故発生状況や車両の安全に係る技術の向上といった実情に即した最

高速度が設定されることが望ましい。

その上で、今回の提言を踏まえた見直しが実施された後も、こうした実情

の変化を注視し、道路交通の安全の確保を前提に、その時々に応じた適切な

最高速度が設定されるよう、不断の見直しがなされることを期待したい。
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自

動
車

・
自

動
二

輪
車

【
8
0
km

/
h
】

・
大

型
貨

物
自

動
車

・
８
トン

以
上

の
中

型
貨

物
自

動
車

・
ト

レ
ー

ラ
・
大

型
特

殊
自

動
車

等

平
成

1
2
年

～
現

在

【
1
0
0
km

/
h
】

・
大

型
乗

用
自

動
車

・
普

通
乗

用
自

動
車

（
軽

自
動

車
を

除
く
）

・
普

通
貨

物
自

動
車

【
8
0
km

/
h
】

・
大

型
貨

物
自

動
車

・
ト

レ
ー

ラ

・
大

型
特

殊
自

動
車

・
軽

自
動

車

・
自

動
二

輪
車

等

昭
和

4
0
年

～
平

成
1
2
年

昭
和

3
8
年

～
昭

和
4
0
年

【
1
0
0
km

/
h
】

・
普

通
乗

用
自

動
車

（
軽

自
動

車
を

除
く
）

【
8
0
km

/
h
】

・
大

型
乗

用
自

動
車

・
大

型
貨

物
自

動
車

・
ト

レ
ー

ラ

・
大

型
特

殊
自

動
車

・
普

通
貨

物
自

動
車

・
軽

自
動

車

・
自

動
二

輪
車

等

※
中

型
の

区
分

は
平

成
19

年
～

準
中

型
の

区
分

は
平

成
29

年
～

参
考

資
料

２
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（
注

）
グ

ラ
フ

の
数

字
は

、
平

成
1
5
年

か
ら

平
成

1
9
年

ま
で

の
交

通
事

故
件

数
を

1
0
0
と

し
た

場
合

の
指

数

83

72

48

90
82

71

10
0

91

77

45

2040608010
0

Ｈ
１

５
－

１
９

Ｈ
２

０
－

２
４

Ｈ
２

５
－

２
９

Ｈ
３

０
－

Ｒ
４

大
貨

等
10

0
83

72
48

ト
レ

ー
ラ

10
0

90
82

71
全

車
種

10
0

91
77

45

全
交

通
事

故
件

数
の

推
移

（
平

成
1
5
年

～
令

和
４

年
）

大
貨

等
ト

レ
ー

ラ
全

車
種

H
1
5
-H

1
9

H
2
0
-H

2
4

H
2
5
-H

2
9

H
3
0
-R

4
4
,0
3
7

3
,3
6
2

2
,9
2
1

1
,9
2
7

3
7
2

3
3
6

3
0
4

2
6
5

3
3
,8
2
2

3
0
,8
3
9

2
5
,9
8
5

1
5
,2
2
2

高
速

自
動

車
国

道
に

お
け

る
車

種
別

の
交

通
事

故
件

数
の

推
移

参
考

資
料

３

（
公

財
）
交

通
事

故
総

合
分

析
セ

ン
タ

ー
の

集
計

結
果

を
基

に
作

成

（
件

）
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83

70

49

97
95

68

10
0

78

66

40

2040608010
0

Ｈ
１

５
－

１
９

Ｈ
２

０
－

２
４

Ｈ
２

５
－

２
９

Ｈ
３

０
－

Ｒ
４

大
貨

等
10

0
83

70
49

ト
レ

ー
ラ

10
0

97
95

68
全

車
種

10
0

78
66

40

死
亡

・
重

傷
事

故
件

数
の

推
移

（
平

成
1
5
年

～
令

和
４

年
）

大
貨

等
ト

レ
ー

ラ
全

車
種

H
15

-H
19

H
20

-H
24

H
25

-H
29

H
30

-R
4

62
0

51
6

43
6

30
6

59
57

56
40

4,
44
8

3,
47
7

2,
91
4

1,
76
0

（
注

）
グ

ラ
フ

の
数

字
は

、
平

成
1
5
年

か
ら

平
成

1
9
年

ま
で

の
交

通
事

故
件

数
を

1
0
0
と

し
た

場
合

の
指

数

高
速

自
動

車
国

道
に

お
け

る
車

種
別

の
死

亡
・重

傷
事

故
件

数
の

推
移

参
考

資
料

４

（
公

財
）
交

通
事

故
総

合
分

析
セ

ン
タ

ー
の

集
計

結
果

を
基

に
作

成

（
件

）
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高
速

自
動

車
国

道
に

お
け

る
車

種
別

の
死

亡
事

故
率

参
考

資
料

５

7.
5%

6.
5%

5.
3%

4.
6%

5.
0%

4.
9%

3.
7%

2.
6%

2.
2%

1.
7%

1.
9%

2.
2%

H5
-H

9
H1

0-
H1

4
H1

5-
H1

9
H2

0-
H2

4
H2

5-
H2

9
H3

0-
R4

高
速

自
動

車
国

道
に

お
け

る
車

種
別

の
死

亡
事

故
率

大
型
貨
物
自
動
車
等

普
通
自
動
車
等

（
注

）
普

通
自

動
車

等
と

は
、

大
型

貨
物

自
動

車
等

以
外

の
四

輪
車

（
ト

レ
ー

ラ
を

除
く
）

（
公

財
）
交

通
事

故
総

合
分

析
セ

ン
タ

ー
の

集
計

結
果

を
基

に
作

成

（
注

）
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大
型

貨
物

自
動

車
の

走
行

台
キ

ロ
当

た
り

交
通

事
故

発
生

状
況

参
考

資
料

６

第
一

当
事

者
の

車
種

交
通

事
故

【
件

】

走
行

台
キ

ロ

【
億

台
キ

ロ
】

１
億

走
行

台
キ

ロ
当

た
り

交
通

事
故

件
数

【
件

／
億

台
キ

ロ
】

大
型

車
・特

大
車

4
4
1

1
6
5
.6

2
.6

6

大
型

車
・特

大
車

以
外

の
車

種

2
,3

8
7

6
2
9
.7

3
.7

9

全
車

種
2
,8

5
6

7
9
5
.2

3
.5

9

○
高

速
自

動
車

国
道

に
お

け
る

車
種

別
の

自
動

車
１

億
走

行
台

キ
ロ

当
た

り
交

通
事

故
件

数
（令

和
４

年
）

※
全

車
種

の
件

数
に

は
、

第
一

当
事

者
不

明
の

交
通

事
故

も
含

ま
れ

る
た

め
、

車
種

ご
と

の
合

計
数

と
は

一
致

し
な

い
。

※
「
交

通
事

故
件

数
」
及

び
「
死

亡
事

故
件

数
」は

交
通

事
故

統
計

上
の

車
種

区
分

か
ら

集
計

し
、

「
走

行
台

キ
ロ

」
は

料
金

車
種

区
分

か
ら

集
計

し
た

。
交

通
事

故
統

計
上

の
車

種
区

分
と

料
金

車
種

区
分

で
車

種
の

定
義

が
異

な
る

た
め

、
交

通
事

故
件

数
の

数
値

と
走

行
台

キ
ロ

の
数

値
の

集
計

対
象

と
な

る
車

種
は

全
て

一
致

し
て

い
る

も
の

で
は

な
い

が
、

特
定

中
型

貨
物

自
動

車
等

の
一

部
の

車
種

を
除

き
可

能
な

限
り

一
致

さ
せ

て
集

計
し

た
。

詳
細

は
、

「【
参

考
】料

金
車

種
区

分
と

交
通

事
故

統
計

上
の

車
種

区
分

」参
照

。
※

「
走

行
台

キ
ロ

」
は

高
速

道
路

会
社

３
社

か
ら

提
供

。

○
高

速
自

動
車

国
道

に
お

け
る

車
種

別
の

自
動

車
10

億
走

行
台

キ
ロ

当
た

り
死

亡
事

故
件

数
（平

成
30

年
か

ら
令

和
４
年

）

第
一

当
事

者
の

車
種

死
亡

事
故

【
件

】

走
行

台
キ

ロ

【
10

億
台

キ
ロ

】

10
億

走
行

台
キ

ロ
当

た
り

死
亡

事
故

件
数

【
件

／
10

億
台

キ
ロ

】

大
型

車
・特

大
車

1
0
7

8
1
.7

6
1
.3

1

大
型

車
・特

大
車

以
外

の
車

種

3
4
1

3
1
3
.3

9
1
.0

9

全
車

種
4
5
2

3
9
5
.1

5
1
.1

4
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【
参

考
】
料

金
車

種
区

分
と

交
通

事
故

統
計

上
の

車
種

区
分

高
速

自
動

車
国

道
の

料
金

車
種

区
分

交
通

事
故

統
計

上
の

車
種

区
分

大
型

車
・

特
大

車

・
普

通
貨

物
自

動
車

（
車

両
総

重
量

８
ト

ン
以

上
又

は
最

大
積

載
量

５
ト

ン
以

上
で

３
車

軸
以

下
、

及
び

車
両

総
重

量
25

ト
ン

以
下

（た
だ

し
、

最
遠

軸
距

5.
5
メ

ー
ト

ル
未

満
又

は
車

長
９

メ
ー

ト
ル

未
満

の
も

の
に

つ
い

て
は

2
0
ト

ン
以

下
、

最
遠

軸
距

5.
5
メ

ー
ト

ル
以

上
７

メ
ー

ト
ル

未
満

で
車

長
が

９
メ

ー
ト

ル
以

上
の

も
の

及
び

最
遠

軸
距

が
７

メ
ー

ト
ル

以
上

で
車

長
９

メ
ー

ト
ル

以
上

11
メ

ー
ト

ル
未

満
の

も
の

に
つ

い
て

は
2
2
ト

ン
以

下
）
か

つ
４

車
軸

）
・
バ

ス
（
乗

車
定

員
3
0
人

以
上

又
は

車
両

総
重

量
８

ト
ン

以
上

の
路

線
バ

ス
、

及
び

車
両

総
重

量
８

ト
ン

以
上

で
乗

車
定

員
2
9人

以
下

か
つ

車
長

９
メ

ー
ト

ル
未

満
の

も
の

）
・
ト

レ
ー

ラ
（
け

ん
引

普
通

車
と

被
け

ん
引

自
動

車
（
２

車
軸

以
上

）と
の

連
結

車
両

、
け

ん
引

中
型

車
と

被
け

ん
引

自
動

車
（
１

軸
車

）
と

の
連

結
車

両
及

び
け

ん
引

大
型

車
（
２

車
軸

）
と

被
け

ん
引

自
動

車
（
１

車
軸

）
と

の
連

結
車

両
）

・
大

型
乗

用
自

動
車

～
バ

ス
（
乗

車
定

員
が

30
人

以
上

の
も

の
）

・
大

型
貨

物
自

動
車

・
ト

レ
ー

ラ
～

普
通

貨
物

自
動

車
、

準
中

型
貨

物
自

動
車

、
中

型
貨

物
自

動
車

、
大

型
貨

物
自

動
車

・
大

型
特

殊
自

動
車

・
普

通
貨

物
自

動
車

（
４

車
軸

以
上

で
、

大
型

に
区

分
さ

れ
る

普
通

貨
物

自
動

車
以

外
の

も
の

）
・
ト

レ
ー

ラ
（
け

ん
引

中
型

車
と

被
け

ん
引

自
動

車
（
２

車
軸

以
上

）と
連

結
車

両
、

け
ん

引
大

型
車

と
被

け
ん

引
大

型
車

と
の

連
結

車
両

で
車

軸
数

の
合

計
が

４
車

軸
以

上
の

も
の

及
び

特
大

車
が

け
ん

引
す

る
連

結
車

両
）

・
大

型
特

殊
自

動
車

・
バ

ス
（
乗

車
定

員
3
0
人

以
上

の
も

の
、

ま
た

は
車

両
総

重
量

８
ト

ン
以

上
で

車
長

９
メ

ー
ト

ル
以

上
の

も
の

（
い

ず
れ

も
路

線
バ

ス
を

除
く
）

大
型

車
・

特
大

車
以

外
の

車
種

・
二

輪
自

動
車

（
側

車
付

き
を

含
む

）
・
軽

自
動

車
・
二

輪
自

動
車

・
軽

乗
用

自
動

車
・
軽

貨
物

自
動

車
・
ト

レ
ー

ラ
～

軽
貨

物
自

動
車

・
普

通
乗

用
自

動
車

・
普

通
貨

物
自

動
車

・
準

中
型

貨
物

自
動

車
・
中

型
乗

用
自

動
車

～
マ

イ
ク

ロ
バ

ス
（
乗

車
定

員
1
1
人

以
上

3
0
人

未
満

の
も

の
）

・
中

型
貨

物
自

動
車

・
小

型
自

動
車

・
普

通
乗

用
自

動
車

・
ト

レ
ー

ラ
（
け

ん
引

軽
自

動
車

と
被

け
ん

引
自

動
車

（
１

車
軸

）
と

の
連

結
車

両
）

・
普

通
貨

物
自

動
車

（
車

両
総

重
量

８
ト

ン
未

満
か

つ
最

大
積

載
量

５
ト

ン
未

満
で

３
車

軸
以

下
の

も
の

及
び

被
け

ん
引

自
動

車
を

連
結

し
て

い
な

い
セ

ミ
ト

レ
ー

ラ
用

ト
ラ

ク
タ

ー
で

２
車

軸
の

も
の

）
・
マ

イ
ク

ロ
バ

ス
（
乗

車
定

員
1
1
人

以
上

2
9
人

以
下

で
車

両
総

重
量

８
ト

ン
未

満
の

も
の

）
・
ト

レ
ー

ラ
（
け

ん
引

軽
自

動
車

と
被

け
ん

引
自

動
車

（
２

車
軸

以
上

）
と

の
連

結
車

両
及

び
け

ん
引

普
通

車
と

被
け

ん
引

自
動

車
（１

車
軸

）と
の

連
結

車
両

）
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大
型

貨
物

自
動

車
の

危
険

認
知

速
度

別
・
曲

線
半

径
別

交
通

事
故

発
生

状
況

参
考

資
料

７

直
線

1
0
0
0
m

以
上

5
0
0
m

以
上

5
0
0
 m

未
満

3%
2%

2%
3%

高
速

自
動

車
国

道
に

お
け

る
大

型
貨

物
自

動
車

の
危

険
認

知
速

度
別

・曲
線

半
径

別
交

通
事

故
（平

成
30

年
～

令
和

４
年

）

危
険

認
知

速
度

7
1
km

/
h
～

8
0
km

/
h

危
険

認
知

速
度

8
1
km

/
h
～

9
0
km

/
h

危
険

認
知

速
度

9
1
km

/
h
以

上

危
険

認
知

速
度

7
0
km

/
h
以

下
・
調

査
不

能

（
注

）
交

通
事

故
統

計
原

票
の

項
目

「
曲

線
半

径
」の

う
ち

、
「
該

当
な

し
」
（
サ

ー
ビ

ス
エ

リ
ア

等
）
を

除
い

て
算

出
。

52
件

，
80

%

8件
，

12
%3件

，
5%

2件
，

36
4件

，
84

%

34
件

，
8%26

件
，

6%
10

件
，

55
2件

，
87

%

47
件

，
7%25

件
，

4%
10

件
，

43
3件

，
91

%

21
件

，
4%7件

，
2%

15
件

，

- 8 -



規
制

速
度

別
・
車

種
別

・車
線

別
の

交
通

実
態

調
査

参
考

資
料

８

規
制

速
度

別
、

車
線

数
別

に
以

下
の

路
線

に
お

い
て

調
査

を
実

施
【
全

国
1
5
箇

所
】

①
 

普
通

自
動

車
等

の
規

制
速

度
が

1
0
0
km

/
h
を

超
え

る
路

線
■

二
車

線
区

間
【
東

北
自

動
車

道
（
岩

手
県

）】
■

三
車

線
区

間
【東

北
自

動
車

道
（埼

玉
県

）、
新

東
名

高
速

道
路

（静
岡

県
）、

東
関

東
自

動
車

道
（千

葉
県

）、
常

磐
自

動
車

道
（茨

城
県

）】

②
 

普
通

自
動

車
等

の
規

制
速

度
が

法
定

速
度

（
1
0
0
km

/
h
）
の

路
線

■
二

車
線

区
間

【
関

越
自

動
車

道
（
群

馬
県

）、
東

名
高

速
道

路
（
愛

知
県

）、
山

陽
自

動
車

道
（山

口
県

、
岡

山
県

）
】

■
三

車
線

区
間

【
九

州
自

動
車

道
（
福

岡
県

）】

③
 

普
通

自
動

車
等

の
規

制
速

度
が

8
0
km

/
h
の

路
線

■
二

車
線

区
間

【
圏

央
道

（
神

奈
川

県
）
、

中
央

自
動

車
道

（山
梨

県
）
、

北
陸

自
動

車
道

（福
井

県
）】

■
三

車
線

区
間

【
東

名
阪

自
動

車
道

（三
重

県
）
、

中
国

自
動

車
道

（兵
庫

県
）
】

交
通

実
態

調
査

に
つ

い
て

調
査

路
線

●
調

査
目

的
規

制
速

度
及

び
車

線
数

の
異

な
る

高
速

道
路

に
お

け
る

車
種

別
・車

線
別

の
走

行
速

度
と

交
通

実
態

を
把

握
す

る
こ

と
。

●
調

査
期

間
令

和
５

年
８

月
下

旬
か

ら
９

月
上

旬
ま

で

●
調

査
対

象
車

種
３

種
類

○
普

通
自

動
車

等
（
法

定
速

度
10

0
km

/
hの

四
輪

車
）

○
大

型
貨

物
自

動
車

等
（車

両
総

重
量

８
ト

ン
以

上
ま

た
は

、
最

大
積

載
量

５
ト

ン
以

上
の

い
ず

れ
か

に
該

当
す

る
貨

物
自

動
車

（
ト

レ
ー

ラ
を

除
く
）
）

○
ト

レ
ー

ラ
（
車

両
総

重
量

８
ト

ン
以

上
ま

た
は

、
最

大
積

載
量

５
ト

ン
以

上
の

い
ず

れ
か

に
該

当
す

る
ト

レ
ー

ラ
）

●
調

査
方

法
任

意
の

１
地

点
に

お
い

て
、

時
間

帯
を

３
回

に
分

け
て

調
査

を
実

施
。

実
勢

速
度

は
、

ス
ピ

ー
ド

ガ
ン

を
使

用
し

て
計

6,
70

7台
を

測
定

し
、

交
通

実
態

に
つ

い
て

は
、

実
勢

速
度

測
定

時
に

お
け

る
車

線
別

・
車

種
別

の
交

通
量

を
調

査
し

た
。
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全
路

線
・
全

車
線

に
お

け
る

車
種

別
の

走
行

速
度

○
普

通
自

動
車

等
（
2
,7

4
9
台

）

【
1
2
0
km

/h
又

は
11

0k
m

/h
区

間
】

平
均

速
度

・
・
・
9
8
km

/
h

実
勢

速
度

・
・
・
1
1
5
km

/
h

【
1
0
0
km

/h
区

間
】

平
均

速
度

・
・
・
9
4
km

/
h

実
勢

速
度

・
・
・
1
0
7
km

/
h

【
8
0
km

/
h区

間
】

平
均

速
度

・
・
・
8
9
km

/
h

実
勢

速
度

・
・
・
1
0
2
km

/
h

○
大

型
貨

物
自

動
車

等
（
3
,0

8
7
台

）
平

均
速

度
・
・
・
8
0
km

/
h

実
勢

速
度

・
・
・
8
7
km

/
h

○
ト

レ
ー

ラ
（
8
7
1
台

）
平

均
速

度
・
・
・
7
7
km

/
h

実
勢

速
度

・
・
・
8
4
km

/
h

（
注

３
）
【
8
0
km

/
h区

間
】
と

は
、

普
通

自
動

車
等

の
規

制
速

度
が

80
km

/
h
で

、
大

型
貨

物
自

動
車

等
の

規
制

速
度

が
法

定
速

度
（
8
0
km

/
h）

の
区

間
を

い
う

。
（
注

４
）
実

勢
速

度
に

つ
い

て
は

、
8
5
パ

ー
セ

ン
タ

イ
ル

速
度

を
用

い
た

。

10
% 41

%
43

%

6%

大
型

貨
物

自
動

車
等

3%
11

% 19 %
67 %

１
２

０
・
１

１
０

区
間

17
%

53
%

27
%

3%

ト
レ

ー
ラ

車
種

別
の

走
行

速
度

別
割

合

7
0
km

/
h
以

下
7
1
～

8
0
km

/
h

8
1
～

9
0
km

/
h

9
1
km

/
h
以

上

（
注

１
）
【1

20
km

/h
又

は
11

0k
m

/h
区

間
】と

は
、

普
通

自
動

車
等

の
規

制
速

度
が

10
0k

m
/h

を
超

え
る

速
度

で
、

大
型

貨
物

自
動

車
等

の
規

制
速

度
が

法
定

速
度

（8
0k

m
/h

）の
区

間
を

い
う

。
（
注

２
）
【
1
0
0
km

/h
区

間
】
と

は
、

普
通

自
動

車
等

の
規

制
速

度
が

法
定

速
度

（
1
0
0k

m
/h

）
で

、
大

型
貨

物
自

動
車

等
の

規
制

速
度

が
法

定
速

度
（
8
0
km

/
h）

の
区

間
を

い
う

。

2%
13

% 29 %
56 %１

０
０

区
間

7%
21

%

30 %

42 %８
０

区
間

普
通

自
動

車
等

規
制

速
度

別
・
車

種
別

・車
線

別
の

交
通

実
態

調
査

交
通

実
態

調
査

結
果

- 10 -



■
二

車
線

区
間

■
三

車
線

区
間

交
通

実
態

調
査

結
果

路
線

実
勢

速
度

（
km

/h
）

走
行

実
態

（
％

）

普
通

大
貨

等
大

貨
等

ト
レ

ー
ラ

車
線

別
車

線
別

車
線

別
車

線
別

第
一

第
二

第
一

第
二

第
一

第
二

第
一

第
二

12
0k

m
/h

又
は

11
0k

m
/h

区
間

11
8

12
1

86
88

89
11

94
6

1
0
0
km

/
h区

間
10

2
11

2
87

88
84

16
87

13

8
0
km

/
h
区

間
10

0
10

9
89

89
72

28
87

13

路
線

実
勢

速
度

（
km

/h
）

走
行

実
態

（
％

）

普
通

大
貨

等
大

貨
等

ト
レ

ー
ラ

車
線

別
車

線
別

車
線

別
車

線
別

第
一

第
二

第
三

第
一

第
二

第
三

第
一

第
二

第
三

第
一

第
二

第
三

12
0k

m
/h

又
は

11
0k

m
/h

区
間

99
10

9
12

1
84

88
86

46
42

12
62

34
4

1
0
0
km

/
h区

間
86

10
4

11
2

80
85

34
46

20
48

44
8

8
0
km

/
h
区

間
84

94
10

2
84

86
88

28
49

23
44

45
11

（
注

３
）
【
8
0
km

/
h区

間
】
と

は
、

普
通

自
動

車
等

の
規

制
速

度
が

80
km

/
h
で

、
大

型
貨

物
自

動
車

等
の

規
制

速
度

が
法

定
速

度
（
8
0
km

/
h）

の
区

間
を

い
う

。
（
注

４
）
実

勢
速

度
に

つ
い

て
は

、
8
5
パ

ー
セ

ン
タ

イ
ル

速
度

を
用

い
た

。

（
注

１
）
【1

20
km

/h
又

は
11

0k
m

/h
区

間
】と

は
、

普
通

自
動

車
等

の
規

制
速

度
が

10
0k

m
/h

を
超

え
る

速
度

で
、

大
型

貨
物

自
動

車
等

の
規

制
速

度
が

法
定

速
度

（8
0k

m
/h

）の
区

間
を

い
う

。
（
注

２
）
【
1
0
0
km

/h
区

間
】
と

は
、

普
通

自
動

車
等

の
規

制
速

度
が

法
定

速
度

（
1
0
0k

m
/h

）
で

、
大

型
貨

物
自

動
車

等
の

規
制

速
度

が
法

定
速

度
（
8
0
km

/
h）

の
区

間
を

い
う

。

（
注

５
）
斜

線
部

は
、

サ
ン

プ
ル

数
少

数
の

た
め

、
実

勢
速

度
の

算
出

不
可

。

規
制

速
度

別
・
車

種
別

・車
線

別
の

交
通

実
態

調
査

- 11 -



衝
突

被
害

軽
減

ブ
レ

ー
キ

等
の

新
車

装
着

率
（
大

型
貨

物
自

動
車

）
参

考
資

料
９

衝
突

被
害

軽
減

ブ
レ

ー
キ

（
A

E
B

S
）
、

車
線

逸
脱

警
報

装
置

（
L
D

W
S
）
、

車
両

安
定

制
御

装
置

（
E
V

S
C

)の
大

型
貨

物
自

動
車

新
車

販
売

台
数

に
対

す
る

装
着

率
は

、
い

ず
れ

も
増

加
傾

向
。

大
型

貨
物

自
動

車
の

ア
ン

チ
ロ

ッ
ク

・ブ
レ

ー
キ

シ
ス

テ
ム

（A
B
S
)は

平
成

17
年

か
ら

標
準

装
備

。
※

国
内

大
型

４
社

へ
の

ヒ
ア

リ
ン

グ

大
型

貨
物

自
動

車
新

車
販

売
台

数
に

対
す

る
装

置
装

着
率

65
%

72
%

80
%

86
%

85
%

94
%

98
%

45
%

58
%

73
%

84
%

87
%

94
%

98
%

48
%

48
%

69
%

89
%

96
%

99
%

99
%

10
0%

10
0%

10
0%

10
0%

10
0%

10
0%

10
0%

0%20
%

40
%

60
%

80
%

10
0%

平
成

27
年

度
平

成
28

年
度

平
成

29
年

度
平

成
30

年
度

令
和

元
年

度
令

和
2年

度
令

和
3年

度

Ａ
Ｅ

Ｂ
Ｓ

Ｌ
Ｄ

Ｗ
Ｓ

Ｅ
Ｖ

Ｓ
Ｃ

Ａ
Ｂ

Ｓ

（
注

１
）
平

成
2
7
年

度
の

L
D

W
S
、

E
V

S
C

の
装

着
率

に
つ

い
て

は
、

国
内

大
型

３
社

の
デ

ー
タ

よ
り

作
成

（
注

２
）
平

成
2
7
年

度
の

A
E
B

S
、

A
B

S
の

装
着

率
及

び
平

成
2
8
年

度
以

降
の

装
着

率
は

国
内

大
型

４
社

の
デ

ー
タ

よ
り

作
成
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衝
突

被
害

軽
減

ブ
レ

ー
キ

等
の

平
成

27
年

度
以

降
の

累
積

装
着

台
数

（推
計

）
参

考
資

料
1
0

（
注

１
）
衝

突
被

害
軽

減
ブ

レ
ー

キ
（A

EB
S
）、

車
線

逸
脱

警
報

装
置

（L
D
W

S
）、

車
両

安
定

制
御

装
置

（E
V
S
C
)の

装
着

台
数

累
積

に
つ

い
て

は
、
平

成
27

年
度

以
降

の
各

年
度

新
車

販
売

台
数

を
合

算
。

（
注

２
）
令

和
３

年
1
1
月

以
降

の
大

型
貨

物
自

動
車

の
新

車
に

つ
い

て
は

、
４

装
置

と
も

義
務

化
と

な
っ

て
い

る
た

め
標

準
装

備
。

大
型

貨
物

自
動

車
の

A
B

S
は

平
成

17
年

か
ら

標
準

装
備

と
な

っ
て

い
る

。
普

通
貨

物
自

動
車

の
平

均
車

齢
12

.4
3年

（※
）

、

平
均

使
用

年
数

1
8
.4

9年
（
※

）
を

考
慮

す
る

と
、

現
存

す
る

大
型

貨
物

自
動

車
は

、
ほ

ぼ
A

B
S
を

装
着

し
て

い
る

と
推

測
。

※
一

般
財

団
法

人
自

動
車

検
査

登
録

情
報

協
会

の
令

和
４

年
度

統
計

に
よ

る
。

0
10

0,
00

0
20

0,
00

0
30

0,
00

0
40

0,
00

0
50

0,
00

0
60

0,
00

0
70

0,
00

0
80

0,
00

0
90

0,
00

0

H2
7年

度
H2

8年
度

H2
9年

度
H3

0年
度

R元
年

度
R2

年
度

R3
年

度

大
型

貨
物

自
動

車
AE

BS
装

着
台

数
累

積

AE
BS

累
積

(台
)

0
10

0,
00

0
20

0,
00

0
30

0,
00

0
40

0,
00

0
50

0,
00

0
60

0,
00

0
70

0,
00

0
80

0,
00

0
90

0,
00

0

H2
7年

度
H2

8年
度

H2
9年

度
H3

0年
度

R元
年

度
R2

年
度

R3
年

度

大
型

貨
物

自
動

車
LD

W
S装

着
台

数
累

積

LD
W

S累
積

(台
)

令
和

3
年

度
末

保
有

台
数

8
5
6
,2

0
2
台

0
10

0,
00

0
20

0,
00

0
30

0,
00

0
40

0,
00

0
50

0,
00

0
60

0,
00

0
70

0,
00

0
80

0,
00

0
90

0,
00

0

H2
7年

度
H2

8年
度

H2
9年

度
H3

0年
度

R元
年

度
R2

年
度

R3
年

度

大
型

貨
物

自
動

車
EV

SC
装

着
台

数
累

積

EV
SC

累
積

(台
)

令
和

3
年

度
末

保
有

台
数

8
5
6
,2

0
2
台

令
和

3
年

度
末

保
有

台
数

8
5
6
,2

0
2
台
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大
型

貨
物

自
動

車
の

衝
突

被
害

軽
減

ブ
レ

ー
キ

の
基

準
概

要
参

考
資

料
1
1

性
能

要
件

強
化

【
令

和
５

年
1
月

】

性
能

要
件

強
化

対
象

拡
大

【
平

成
2
6
年

2
月

】

国
際

基
準

化
【
平

成
2
5
年

1
1
月

】
国

内
基

準
化

【
平

成
2
4
年

3
月

】

第
一

世
代

第
二

世
代

第
三

世
代

第
四

世
代

対
静

止
車

両
試

験

静
止

障
害

物
に

衝
突

し
た

際
の

試
験

車
両

の
減

速
量

等
を

測
定

対
移

動
車

両
試

験

試
験

車
両

が
一

定
速

度
の

移
動

障
害

物
に

衝
突

し
な

い
よ

う
減

速
で

き
る

か
等

を
測

定

対
歩

行
者

試
験

試
験

車
両

が
一

定
速

度
の

横
断

歩
行

者
に

衝
突

し
な

い
よ

う
減

速
で

き
る

か
等

を
測

定

第
一

世
代

第
二

世
代

第
三

世
代

第
四

世
代

根
拠

法
令

等
国

内
基

準
国

際
基

準
（
U

N
R

1
3
1

0
0
シ

リ
ー

ズ
）

国
際

基
準

（
U

N
R

1
3
1

0
1
シ

リ
ー

ズ
）

国
際

基
準

（
U

N
 R

1
3
1
 0

2
シ

リ
ー

ズ
）

全
新

車
装

備
義

務
時

期
平

成
3
0
年

11
月

（
車

両
総

重
量

2
0
t超

）

平
成

3
0
年

11
月

（
車

両
総

重
量

2
0
t超

）

令
和

3
年

1
1月

（
車

両
総

重
量

3
.5

t超
）

令
和

1
0
年

9月
（
車

両
総

重
量

3
.5

t超
）

作
動

が
求

め
ら

れ
る

速
度

1
5
km

/
h
か

ら
最

大
設

計
速

度
(9

0
km

/
h
)ま

で
1
0
km

/
h
か

ら
最

大
設

計
速

度
(9

0
km

/
h
)

ま
で

性 能 要 件 ※

対
静

止
車

両
初

速
8
0
km

/
h
で

作
動

時
の

減
速

度
が

3
.3

m
/
s2

以
上

初
速

8
0
km

/
h
で

衝
突

時
の

減
速

量
が

1
0k

m
/h

以
上

初
速

8
0
km

/
h
で

衝
突

時
の

減
速

量
が

2
0k

m
/h

以
上

・
初

速
8
0
km

/
h
で

衝
突

時
の

減
速

量
が

5
2k

m
/h

以
上

・
初

速
9
0
km

/
h
で

衝
突

時
の

減
速

量
が

4
8k

m
/h

以
上

対
移

動
車

両
前

方
車

両
3
0
km

/h
、

試
験

車
両

8
0
km

/h
で

衝
突

し
な

い
こ

と

前
方

車
両

1
0
km

/h
、

試
験

車
両

8
0
km

/h
で

衝
突

し
な

い
こ

と

前
方

車
両

2
0
km

/h
、

試
験

車
両

9
0
km

/h
で

衝
突

し
な

い
こ

と

対
歩

行
者

横
断

歩
行

者
に

試
験

車
両

2
0k

m
/h

で
衝

突
し

な
い

こ
と

※
車

両
総

重
量

8
ト

ン
超

の
場

合
の

要
件

- 14 -



大
型

貨
物

自
動

車
等

に
対

す
る

衝
突

被
害

軽
減

ブ
レ

ー
キ

の
装

着
状

況
等

参
考

資
料

1
2

大
型

貨
物

自
動

車
等

の
製

造
事

業
者

か
ら

衝
突

被
害

軽
減

ブ
レ

ー
キ

装
着

車
両

の
デ

ー
タ

提
供

を
受

け
、

（公
財

）交
通

事
故

総
合

分
析

セ
ン

タ
ー

が
保

有
す

る
交

通
事

故
の

デ
ー

タ
と

照
合

し
、

衝
突

被
害

軽
減

ブ
レ

ー
キ

の
装

着
状

況
及

び
世

代
別

の
効

果
に

つ
い

て
調

査
し

た
。

【
調

査
概

要
】

【
調

査
結

果
】

高
速

自
動

車
国

道
に

お
け

る
大

型
貨

物
自

動
車

等
の

1
0
万

台
当

た
り

の
衝

突
被

害
軽

減
ブ

レ
ー

キ
世

代
別

の
追

突
事

故
件

数
（
令

和
２

年
～

令
和

４
年

の
平

均
）

42
.3

8.
3

30
.6

7.
0 

23
.5

3.
2

051015202530354045

全
追

突
事

故
死

亡
・
重

傷
事

故

第
一

世
代

第
二

世
代

第
三

世
代

事 故 件 数 （ 件 ）

41
5,

54
1 

41
6,

97
9 

41
4,

91
3 

41
2,

88
0 

41
0,

00
9 

13
9,

88
5 

13
7,

42
1 

13
3,

54
2 

12
8,

44
3 

12
3,

26
4 

98
,5

13
 

10
1,

16
3 

10
0,

70
4 

10
0,

11
4 

99
,8

84
 

20
,8

88
 

52
,0

56
 

86
,2

19
 

11
8,

79
1 

14
0,

07
6 

38
.4

%

41
.1

%

43
.6

%

45
.7

%

47
.0

%

28
.0

%

30
.0

%

32
.0

%

34
.0

%

36
.0

%

38
.0

%

40
.0

%

42
.0

%

44
.0

%

46
.0

%

48
.0

%

0

50
,0

00

10
0,

00
0

15
0,

00
0

20
0,

00
0

25
0,

00
0

30
0,

00
0

35
0,

00
0

40
0,

00
0

45
0,

00
0

平
成

30
年

令
和

元
年

令
和

２
年

令
和

３
年

令
和

４
年

衝 突 被 害 軽 減 ブ レ ー キ 装 着 率 （ ％ ）

保 有 台 数 （ 台 ）

AE
BS
非
装
着

第
一
世
代

第
二
世
代

第
三
世
代

AE
BS
装
着
割
合

衝
突

被
害

軽
減

ブ
レ

ー
キ

装
着

状
況

別
の

大
型

貨
物

自
動

車
等

の
保

有
台

数
の

年
次

推
移
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ト
ラ

ッ
ク

ド
ラ

イ
バ

ー
に

対
す

る
ア

ン
ケ

ー
ト

結
果

①
参

考
資

料
1
3

Q
.

高
速

道
路

に
お

け
る

大
型

貨
物

自
動

車
等

の
最

高
速

度
の

引
上

げ
に

つ
い

て

【
ア

ン
ケ

ー
ト

概
要

①
】

【
ア

ン
ケ

ー
ト

結
果

①
（
抜

粋
）
】

ト
ラ

ッ
ク

運
送

や
乗

合
バ

ス
等

の
交

通
運

輸
業

界
で

働
く
労

働
者

か
ら

成
る

全
国

交
通

運
輸

労
働

組
合

総
連

合
に

所
属

す
る

ト
ラ

ッ
ク

ド
ラ

イ
バ

ー
7
9
4
名

に
対

し
て

、
高

速
道

路
に

お
け

る
大

型
貨

物
自

動
車

等
の

最
高

速
度

等
に

関
す

る
ア

ン
ケ

ー
ト

を
実

施
し

た
。

Q
.

大
型

貨
物

自
動

車
等

の
最

高
速

度
の

引
上

げ
に

当
た

っ
て

、
有

効
な

安
全

装
置

に
つ

い
て

3
9
.9

%

4
0
.3

%

1
9
.4

%

0
.4

%

現
行

の
8
0
km

/
h
を

維
持

現
行

の
速

度
抑

制
装

置
の

上
限

設
定

速
度

（
9
0
km

/
h
）
を

維
持

し
た

上
で

、

9
0
km

/
h
に

引
上

げ

速
度

抑
制

装
置

の
上

限
設

定
速

度
の

引
上

げ
又

は
取

り
外

し
を

し
た

上
で

、

1
0
0
km

/
h
に

引
上

げ

そ
の

他

5
7
7

2
3
5

3
3
6

3
0
7

0

1
0
0

2
0
0

3
0
0

4
0
0

5
0
0

6
0
0

7
0
0

8
0
0

7
2
.7

％

2
9
.6

％

4
2
.3

％
3
8
.7

％
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ト
ラ

ッ
ク

ド
ラ

イ
バ

ー
に

対
す

る
ア

ン
ケ

ー
ト

結
果

②

Q
.

高
速

道
路

に
お

け
る

大
型

貨
物

自
動

車
等

の
最

高
速

度
の

引
上

げ
に

つ
い

て

【
ア

ン
ケ

ー
ト

概
要

②
】

【
ア

ン
ケ

ー
ト

結
果

②
（
抜

粋
）
】

ト
ラ

ッ
ク

運
輸

を
中

心
に

様
々

な
輸

送
分

野
で

働
く
労

働
者

か
ら

成
る

全
日

本
運

輸
産

業
労

働
組

合
連

合
会

に
所

属
す

る
ト

ラ
ッ

ク
ド

ラ
イ

バ
ー

8
,0

7
7
名

に
対

し
て

、
高

速
道

路
に

お
け

る
大

型
貨

物
自

動
車

等
の

最
高

速
度

等
に

関
す

る
ア

ン
ケ

ー
ト

を
実

施
し

た
。

Q
.

大
型

貨
物

自
動

車
等

の
最

高
速

度
の

引
上

げ
に

当
た

っ
て

、
衝

突
被

害
軽

減
ブ

レ
ー

キ
の

装
着

を
要

件
と

す
べ

き
か

に
つ

い
て

3
9
.3

%

3
8
.6

%

2
1
.7

%

0
.4

%

現
行

の
8
0
km

/
h
を

維
持

1
0
0
km

/
h
に

引
上

げ

ど
ち

ら
と

も
い

え
な

い
無

回
答

7
1
.1

%

8
.9

%

1
9
.4

%

0
.5

%

要
件

と
す

べ
き

要
件

と
す

る
必

要
は

な
い

ど
ち

ら
と

も
い

え
な

い
無

回
答
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ト
ラ

ッ
ク

ド
ラ

イ
バ

ー
に

対
す

る
ア

ン
ケ

ー
ト

結
果

③

Q
.

高
速

道
路

に
お

け
る

大
型

貨
物

自
動

車
等

の
最

高
速

度
の

引
上

げ
に

つ
い

て

【
ア

ン
ケ

ー
ト

概
要

③
】

【
ア

ン
ケ

ー
ト

結
果

③
（
抜

粋
）
】

建
設

や
交

通
・
運

輸
分

野
等

で
働

く
労

働
者

か
ら

成
る

全
日

本
建

設
交

運
一

般
労

働
組

合
に

所
属

す
る

ト
ラ

ッ
ク

ド
ラ

イ
バ

ー
2
9
8
名

に
対

し
て

、
高

速
道

路
に

お
け

る
大

型
貨

物
自

動
車

等
の

最
高

速
度

等
に

関
す

る
ア

ン
ケ

ー
ト

を
実

施
し

た
。

Q
.

大
型

貨
物

自
動

車
等

の
最

高
速

度
の

引
上

げ
に

当
た

っ
て

、
有

効
な

安
全

装
置

に
つ

い
て

27
.9

%43
.0

%60
.4

%

70
.1

%55
.4

%38
.3

%

2.
0%

1.
6%

1.
3%

速
度

抑
制

装
置

の

上
限

設
定

速
度

の
引

上
げ

又
は

取
り

外
し

を
し

た
上

で
の

10
0k

m
/h

へ
の

引
上

げ
の

必
要

性

現
行

の
速

度
抑

制
装

置
の

上
限

設
定

速
度

（
90

km
/h

）

を
維

持
し

た
上

で
の

90
km

/h
へ

の
引

上
げ

の
必

要
性

現
行

の
速

度
抑

制
装

置
の

装
着

の
必

要
性

必
要

不
要

無
回

答

2
1
7

1
2
1

2
1
8

1
4
5

0

1
0
0

2
0
0

3
0
0

（
名

）

7
2
.8

％

4
0
.6

％

7
3
.1

％

4
8
.7

％
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一
般

ド
ラ

イ
バ

ー
に

対
す

る
ア

ン
ケ

ー
ト

結
果

参
考

資
料

1
4

Ｑ
、

現
在

、
大

型
ト

ラ
ッ

ク
に

は
、

上
限

設
定

速
度

が
9
0
km

/
h
の

速
度

抑
制

装
置

が
つ

い
て

い
ま

す
。

こ
の

速
度

抑
制

装
置

の
上

限
で

あ
る

9
0
km

/
h
ま

で
、

最
高

速
度

を
引

き
上

げ
る

こ
と

に
、

賛
成

で
す

か
、

反
対

で
す

か
。

Ｑ
、

あ
な

た
は

大
型

ト
ラ

ッ
ク

の
最

高
速

度
に

つ
い

て
、

普
通

自
動

車
や

大
型

バ
ス

と
同

じ
1
0
0
km

/
h
ま

で
引

き
上

げ
る

こ
と

に
、

賛
成

で
す

か
、

反
対

で
す

か
。

人
数

構
成

率

賛
成

43
5

15
.9

%

どち
らか

と言
え

ば
賛

成
64

6
23

.6
%

どち
らと

も
言

え
な

い
99

2
36

.3
%

どち
らか

と言
え

ば
反

対
43

1
15

.8
%

反
対

23
2

8.
5%

回
答

者
数

2,
73

6 
10

0.
0%

15
.9

23
.6

36
.3

15
.8

8.
5

0%
20

%
40

%
60

%
80

%
10

0%
賛

成
どち

らか
と言

え
ば

賛
成

どち
らと

も
言

え
な

い
どち

らか
と言

え
ば

反
対

反
対

人
数

構
成

率

賛
成

56
5

20
.7

%

どち
らか

と言
え

ば
賛

成
71

0
26

.0
%

どち
らと

も
言

え
な

い
1,

04
4

38
.2

%

どち
らか

と言
え

ば
反

対
24

2
8.

8%

反
対

17
5

6.
4%

回
答

者
数

2,
73

6 
10

0.
0%

20
.7

26
.0

38
.2

8.
8

6.
4

0%
20

%
40

%
60

%
80

%
10

0%
賛

成
どち

らか
と言

え
ば

賛
成

どち
らと

も
言

え
な

い
どち

らか
と言

え
ば

反
対

反
対

【
ア

ン
ケ

ー
ト

概
要

】

【
ア

ン
ケ

ー
ト

結
果

（
抜

粋
）

（
※

）
】

運
転

免
許

保
有

者
5
,0

0
0
名

に
対

し
て

、
高

速
道

路
に

お
け

る
大

型
貨

物
自

動
車

等
の

最
高

速
度

等
に

関
す

る
ア

ン
ケ

ー
ト

を
実

施
し

た
。

※
運

転
免

許
保

有
者

5
,0

0
0
名

の
う

ち
、

問
「
日

ご
ろ

、
ど

の
程

度
、

高
速

道
路

を
運

転
し

ま
す

か
。

」
に

対
し

て
「
利

用
し

た
こ

と
が

な
い

」
又

は
「
ほ

と
ん

ど
利

用
し

な
い

」
と

回
答

し
た

者
を

除
い

た
者

（
2
,7

3
6
名

）
の

ア
ン

ケ
ー

ト
結

果
を

分
析

す
る

こ
と

し
た

。
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一
般

ド
ラ

イ
バ

ー
に

対
す

る
ア

ン
ケ

ー
ト

結
果

Ｑ
、

9
0
km

/
h
又

は
1
0
0
km

/
h
へ

の
引

上
げ

に
つ

い
て

、
ど

の
よ

う
な

懸
念

が
あ

り
ま

す
か

。
（
複

数
回

答
可

）

90
km

/h
10

0k
m

/h

人
数

回
答

率
人

数
回

答
率

追
越

し
車

線
を

走
行

す
る

大
型

ト
ラ

ッ
ク

が
増

加
し

そ
う

1,
02

5 
37

.5
%

1,
08

7 
39

.7
%

走
行

速
度

が
速

く
な

る
と

交
通

事
故

が
増

加
し

そ
う

99
8 

36
.5

%
1,

14
0 

41
.7

%

規
制

速
度

が
法

定
最

高
速

度
よ

り
低

い
区

間
で

も
速

い
速

度
で

走
行

す
る

大
型

ト
ラ

ッ
ク

が
増

加
し

そ
う

80
0 

29
.2

%
74

1 
27

.1
%

大
型

ト
ラ

ッ
ク

が
現

在
よ

り
も

速
い

速
度

で
走

行
す

る
の

は
怖

い
78

7 
28

.8
%

96
3 

35
.2

%

あ
お

り
運

転
等

の
危

険
な

運
転

が
増

加
し

そ
う

69
2 

25
.3

%
74

7 
27

.3
%

特
に

な
し

56
3 

20
.6

%
39

1 
14

.3
%

そ
の

他
23

 
0.

8%
49

 
1.

8%

回
答

者
数

2,
73

6 
－

2,
73

6 
－

1.
8%

14
.3

%

27
.3

%

35
.2

%

27
.1

%

41
.7

%

39
.7

%

0.
8%

20
.6

%

25
.3

%28
.8

%

29
.2

%

36
.5

%

37
.5

%
0%

20
%

40
%

90
km

/h
10

0k
m

/h

90
km

/h
10

0k
m

/h

人
数

回
答

率
人

数
回

答
率

ド
ラ

イ
バ

ー
の

交
通

ル
ー

ル
遵

守
や

マ
ナ

ー
の

向
上

1,
50

5 
55

.0
%

1,
58

5 
57

.9
%

悪
質

・
危

険
な

交
通

違
反

の
取

締
り

の
強

化
1,

29
9 

47
.5

%
1,

39
1 

50
.8

%

車
両

の
安

全
性

能
の

更
な

る
向

上
1,

01
3 

37
.0

%
1,

03
7 

37
.9

%

悪
質

・
危

険
な

交
通

違
反

に
対

す
る

罰
則

や
反

則
金

等
の

強
化

99
5 

36
.4

%
1,

06
4 

38
.9

%

安
全

運
転

に
関

す
る

広
報

啓
発

の
徹

底
83

8 
30

.6
%

76
8 

28
.1

%

特
に

必
要

な
い

39
1 

14
.3

%
28

2 
10

.3
%

そ
の

他
27

 
1.

0%
39

 
1.

4%

回
答

者
数

2,
73

6 
－

2,
73

6 
－

1.
4%

10
.3

%

28
.1

%

38
.9

%

37
.9

%

50
.8

%
57

.9
%

1.
0%

14
.3

%

30
.6

%

36
.4

%

37
.0

%

47
.5

%

55
.0

%
0%

20
%

40
%

60
%

90
km

/h
10

0k
m

/h

Ｑ
、

9
0
km

/
h
又

は
1
0
0
km

/
h
に

引
き

上
げ

た
場

合
、

ど
の

よ
う

な
条

件
や

対
策

が
重

要
だ

と
思

い
ま

す
か

。
（
複

数
回

答
可

）
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〇
ト

ラ
ッ

ク
ド

ラ
イ

バ
ー

の
時

間
外

労
働

の
上

限
規

制
が

年
9
6
0
時

間
に

（
令

和
６

年
４

月
１

日
か

ら
）

※
違

反
す

る
と

・
・
・

６
ヶ

月
以

下
の

懲
役

又
は

3
0万

円
以

下
の

罰
金

な
お

、
将

来
的

に
は

一
般

労
働

者
と

同
じ

72
0時

間
に

〇
い

わ
ゆ

る
改

善
基

準
告

示
の

見
直

し
（拘

束
時

間
や

運
転

時
間

等
の

見
直

し
、

令
和

６
年

４
月

１
日

か
ら

）
※

違
反

す
る

と
・
・
・

労
働

基
準

監
督

署
の

是
正

指
導

、
運

輸
支

局
の

行
政

処
分

（
車

両
停

止
処

分
）

い
る

, 3
8.

6%
い

な
い

, 5
6.

1%

わ
か

ら
な

い
, 1

.8
%

無
回

答
, 3

.5
%

（
全

体
）

n
=
69

8

（
長

距
離

運
行

中
心

）
n
=
5
7

※
出

典
：
全

日
本

ト
ラ

ッ
ク

協
会

「
第

5回
働

き
方

改
革

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

調
査

結
果

」（
令

和
5
年

1
～

2月
調

査
）

ト
ラ

ッ
ク

ド
ラ

イ
バ

ー
の

時
間

外
労

働
の

上
限

規
制

参
考

資
料

1
5

Ｑ
、

時
間

外
労

働
時

間
が

年
9
6
0
時

間
超

の
ト

ラ
ッ

ク
ド

ラ
イ

バ
ー

の
有

無
に

つ
い

て

【
運

送
事

業
者

に
対

す
る

ア
ン

ケ
ー

ト
結

果
（
全

日
本

ト
ラ

ッ
ク

協
会

実
施

）
】
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高
速

道
路

に
お

け
る

最
高

速
度

に
係

る
諸

外
国

の
制

度
参

考
資

料
1
6

国
名

高
速

道
路

に
お

け
る

普
通

自
動

車
の

最
高

速
度

高
速

道
路

に
お

け
る

貨
物

自
動

車
（
go

o
ds

 v
e
h
ic

le
s等

）の
最

高
速

度
速

度
抑

制
装

置
の

上
限

設
定

速
度

欧
州

ド
イ

ツ
法

定
速

度
は

な
し

（
※

推
奨

速
度

は
13

0
キ

ロ
メ

ー
ト

ル
毎

時
、

個
別

の
速

度
規

制
あ

り
）

8
0
キ

ロ
メ

ー
ト

ル
毎

時
（
※

車
両

総
重

量
3.

5
ト

ン
超

の
も

の
）

9
0
キ

ロ
メ

ー
ト

ル
毎

時
（
※

車
両

総
重

量
3.

5
ト

ン
超

の
も

の
）

ス
ペ

イ
ン

1
2
0
キ

ロ
メ

ー
ト

ル
毎

時
9
0
キ

ロ
メ

ー
ト

ル
毎

時
（
※

車
両

総
重

量
3.

5
ト

ン
超

の
も

の
）

〃

英
国

1
1
3
キ

ロ
メ

ー
ト

ル
毎

時
11

3キ
ロ

メ
ー

ト
ル

毎
時

（※
車

両
総

重
量

7.
5ト

ン
以

下
の

も
の

）

97
キ

ロ
メ

ー
ト
ル

毎
時

（※
最

大
積

載
量

7.
5ト

ン
超

の
も

の
、
ト
レ

ー
ラ

）
〃

ス
ウ

ェ
ー

デ
ン

1
1
0
キ

ロ
メ

ー
ト

ル
毎

時
9
0
キ

ロ
メ

ー
ト

ル
毎

時
（
※

車
両

総
重

量
3
.5

ト
ン

超
の

も
の

）

8
0
キ

ロ
メ

ー
ト

ル
毎

時
（
※

ト
レ

ー
ラ

）
〃

ル
ー

マ
ニ

ア
1
3
0
キ

ロ
メ

ー
ト

ル
毎

時
1
1
0
キ

ロ
メ

ー
ト

ル
毎

時
（
※

車
両

総
重

量
3
.5

ト
ン

超
の

も
の

）
〃

そ
の

他

オ
ー

ス
ト

ラ
リ

ア
1
0
0
キ

ロ
メ

ー
ト

ル
毎

時
1
0
0
キ

ロ
メ

ー
ト

ル
毎

時
（
※

車
両

総
重

量
12

ト
ン

超
の

も
の

）

10
0キ

ロ
メ

ー
ト
ル

毎
時

（
※

車
両

総
重

量
12

ト
ン

超
の

も
の

）

米
国

州
に

よ
っ

て
異

な
る

州
に

よ
っ

て
異

な
る

基
準

制
定

の
検

討
を

開
始

（
テ

キ
サ

ス
州

）
1
1
3
キ

ロ
メ

ー
ト

ル
毎

時
1
1
3
キ

ロ
メ

ー
ト

ル
毎

時

（カ
リ
フ

ォ
ル

ニ
ア

州
）

1
0
5
キ

ロ
メ

ー
ト

ル
毎

時
8
9
キ

ロ
メ

ー
ト

ル
毎

時

出
典

：
各

政
府

当
局

H
P

等
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